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　小澤邦壽
今回の新型インフルエンザ流行で地方衛生研究所はメディアの報道対象となり国民の注目を浴びた。国内感染第一例が確認されて以来、近畿や首都圏の衛生研究所では、能力をフル稼働してPCR検査にあたった。しかしながら、求められたものは大量の検体を昼夜の別なく受け入れ、迅速に検査結果を出すことであり、感染症対策の専門的知識を求められることは少なかったように思われる。地方衛生研究所は新型インフルエンザの流行にあたり、いわば「ＰＣＲ検査ラボ」と化したのであった。感染者の早期探知、早期封じ込めを目的とした公衆衛生上の目的からはPCR検査を公的検査機関がおこなうのは当然であるが、一方で、公費で高額な検査を行うことが必要かを判断するのは、医官の権能であると考えられる。この点において、行政検査の意味を正確に理解してＰＣＲ検査のゲートキーパーの役割を担うことも地方衛生研究所の役割の一つであろうかと考えられる。周知のごとく、地方財政は厳しく、衛生分野での人員・予算の削減はもはや限界に達し、地方自治体の感染症への対応能力はおしなべて低下しており、地方衛生研究所の機能を維持することさえ難しい状況にある。たとえば、ＰＣＲ検査を実施するために必要な人的資源、検査機器が十分に配備されていない地方衛生研究所もあると聞く。また、地方衛生研究所のウイルス検査についてはこれまで精度管理が行われておらず、結果の正確さを保障するための制度が存在しない。地方衛生研究所間のクロスチェックの必要性も指摘しておかなければならないだろう。さらに、地方衛生研究所の果たすべき機能をどうとらえるか、という問題も浮上する。地方衛生研究所の機能を整理すると、①検査　②研究　③研修　④疫学情報機能（感染症情報センター）　⑤健康危機対応（感染症・大規模食中毒発生時）　⑥シンクタンク機能（政策提言）になる。これらのうち、前半の３項目、すなわち検査、研究、研修はまずどの地方衛生研究所でも行っている基本的な業務である。検討すべきは、後半の３つの疫学情報、健康危機対応、シンクタンク機能を地方衛生研究所の機能あるいは業務と位置づけるかどうかであろう。地方感染症情報センターが地方衛生研究所に併置されているのは、全国協議会加入７７施設のうちの７５％である。すなわち、4分の1の地方衛生研究所では、検査だけ行っていて、サーベイランスなどの疫学機能は担当していないことになる。地方衛生研究所はやはり検査機能と、同時に頭脳としての疫学情報機能を兼ね備えることで感染症対策に十全の能力を発揮することができるのである。また、今回のような危機管理事例に際し、冷静かつ的確に判断を下すことのできる感染症や実地疫学の専門家が、現実に地方自治体に育っていないことも危惧される。健康危機管理においては、感染症や疫学の専門知識をもつ人材、すなわち「ブレイン」となりうる人材を養成したり、確保したりすることが有用であることは間違いない。地方衛生研究所の今後の一つの重要な方向性として、実地疫学の専門家の育成と採用があると考えている。平時には感染症情報センターの専任職員として、非常時には危機対応専門官として感染症対策の策定に関与させることが、将来的に有効な制度として機能する可能性は高いと考えている。すなわち、疫学・感染症対策の専門家を養成し地方自治体に配置すべきであり、この点で、保健医療科学院が、ＦＥＴＰをはじめとする専門家の養成と衛生行政職員の研修にこれまで以上に熱心に取り組んでいただきたいと考えている。
